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１．はじめに 

 リスクモンスターにて独自に収集した倒産情報に基づき、「どこよりも早い※」2025 年の倒産速報をお届けす

るために、本レポートを執筆したものである。速報性を重視するため、2025 年の倒産実績は、2024 年 12 月か

ら 2025 年 11 月までに発生した倒産に基づいて集計しており、過年度においても同一期間にて倒産件数を集

計している。※当社調べ（2025 年 12 月５日現在） 

 

２．集計結果 

【１】 年別倒産件数推移 

2025 年の国内法人の倒産件数は、7,898 件となり、前年（7,538 件）から 4.8％の増加となった。コロナ禍のセ

ーフティネット政策によって、2021 年に倒産件数は大幅に減少したが、2022 年以降は増加を続け、2025 年に

は直近 10 年間で最多件数に至っている。 

 

 

 

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

倒産件数 6,406 6,331 6,330 6,619 6,518 4,868 5,445 7,055 7,538 7,898

前年比（件） ▲75 ▲1 289 ▲101 ▲1,650 577 1,610 483 360

前年比（％） 98.8% 100.0% 104.6% 98.5% 74.7% 111.9% 129.6% 106.8% 104.8%
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【２】 業種別 

業種別では、18 業種中 11 業種で前年を上回った。「その他」を除くと、「卸売業、小売業」（1,614 件 前年比

＋131 件）、「不動産業、物品賃貸業」（299 件 同＋46 件）、「サービス業」（400 件 同＋38 件）、「製造業」

（1,095 件 同＋35 件）において、倒産件数の増加が目立っている。倒産増加の要因としては、物価高騰とそれ

に対する価格転嫁難が挙げられる。物価高騰による原価上昇に対して、利益確保のためには販売価格への転

嫁が必要となるが、値上げは顧客離れにもつながりうることから、その影響を受けやすい小売業において、収

支が悪化し倒産に至った企業が増加したものと考えられる。 

他方で、「運輸業、郵便業」（282 件 同▲47 件）において、倒産件数が前年から最も減少している背景として

は、高騰した燃料価格の運賃への転嫁が徐々に浸透したことや、2024 年４月や 2025 年６月の法改正により、

労働環境の整備や適正運賃・料金の設定が進んだことによって、業界全体の経営環境改善につながったもの

と推測される。 

 

大分類業種 2025年 2024年

農業、林業 74 70 +4 105.7%

漁業 11 11 ±0 100.0%

鉱業、採石業、砂利採取業 4 3 +1 133.3%

建設業 1,333 1,347 ▲14 99.0%

製造業 1,095 1,060 +35 103.3%

電気・ガス・熱供給・水道業 10 6 +4 166.7%

情報通信業 351 374 ▲23 93.9%

運輸業、郵便業 282 329 ▲47 85.7%

卸売業、小売業 1,614 1,483 +131 108.8%

金融業、保険業 43 33 +10 130.3%

不動産業、物品賃貸業 299 253 +46 118.2%

学術研究、専門・技術サービス業 392 424 ▲32 92.5%

宿泊業、飲食サービス業 509 512 ▲3 99.4%

生活関連サービス業、娯楽業 291 278 +13 104.7%

教育、学習支援業 68 54 +14 125.9%

医療、福祉 245 256 ▲11 95.7%

サービス業 400 362 +38 110.5%

その他 877 683 +194 128.4%

総計 7,898 7,538 +483 104.8%

※背景色ありは、前年比＋30件以上

前年比
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【３】 地域別 

地域別の倒産件数としては、９地域中５地域において前年を上回った。「関東」（3,174 件 前年比＋149 件、

104.9％）、「関西」（1,399 件 同＋121 件、109.5％）において、100 件以上の増加が生じているほか、「北陸」

（281 同＋44 件、118.6％）においては、増加数は 40 件台ながらも、増加率が最も高く、倒産リスクが高い地域

であることが表れている。 

都道府県別では、29 の都道府県において倒産件数が前年を上回っており、「愛知県」（498 件 同＋65 件、

115.0％）、「東京都」（1,561 件 同＋60 件、103.8％）における倒産件数の増加や、「福井県」（52 件 同＋18

件、152.9％）、「徳島県」（50 件 同＋16 件、147.1％）における倒産増加率の高さが目立っている。その一方

で、16 の都道府県において倒産件数が前年を下回っており、特に、「福岡県」（329 件 同▲29 件）、「広島県」

（148 件 同▲26 件）における倒産の減少が目立っている。 

 

都道府県 2025年 2024年 都道府県 2025年 2024年

北海道 239 255 ▲16 93.7% 滋賀県 56 64 ▲8 87.5%

青森県 68 62 +6 109.7% 京都府 183 148 +35 123.6%

岩手県 69 69 ±0 100.0% 大阪府 739 714 +25 103.5%

宮城県 143 153 ▲10 93.5% 兵庫県 308 255 +53 120.8%

秋田県 61 56 +5 108.9% 奈良県 61 60 +1 101.7%

山形県 71 61 +10 116.4% 和歌山県 52 37 +15 140.5%

福島県 101 112 ▲11 90.2% 関西 1,399 1,278 +121 109.5%

東北 513 513 ±0 100.0% 鳥取県 24 35 ▲11 68.6%

茨城県 135 114 +21 118.4% 島根県 34 44 ▲10 77.3%

栃木県 124 112 +12 110.7% 岡山県 127 99 +28 128.3%

群馬県 130 122 +8 106.6% 広島県 148 174 ▲26 85.1%

埼玉県 361 334 +27 108.1% 山口県 53 61 ▲8 86.9%

千葉県 283 279 +4 101.4% 中国 386 413 ▲27 93.5%

東京都 1,621 1,561 +60 103.8% 徳島県 50 34 +16 147.1%

神奈川県 520 503 +17 103.4% 香川県 60 54 +6 111.1%

関東 3,174 3,025 +149 104.9% 愛媛県 55 57 ▲2 96.5%

新潟県 118 108 +10 109.3% 高知県 24 30 ▲6 80.0%

富山県 61 43 +18 141.9% 四国 189 175 +14 108.0%

石川県 50 52 ▲2 96.2% 福岡県 329 358 ▲29 91.9%

福井県 52 34 +18 152.9% 佐賀県 48 29 +19 165.5%

北陸 281 237 +44 118.6% 長崎県 37 39 ▲2 94.9%

山梨県 41 40 +1 102.5% 熊本県 65 80 ▲15 81.3%

長野県 83 84 ▲1 98.8% 大分県 63 69 ▲6 91.3%

岐阜県 97 93 +4 104.3% 宮崎県 53 42 +11 126.2%

静岡県 198 188 +10 105.3% 鹿児島県 70 64 +6 109.4%

愛知県 498 433 +65 115.0% 沖縄県 59 47 +12 125.5%

三重県 76 76 ±0 100.0% 九州 724 728 ▲4 99.5%

中部 993 914 +79 108.6% 全国 7,898 7,538 +360 104.8%

※背景色ありは、前年比＋40件以上の都道府県・地域

前年比 前年比
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【４】 倒産形態別 

倒産形態別にみると、「法的倒産」がほとんどを占めており、手続きの種類としては、「破産」（7,439 件）が全

体の 94.2％を占めている。「特別清算」（303 件）を含めると「清算型」倒産手続きが全体の 98％となり、「民事

再生」や「会社更生」の「再建型」倒産手続きは、１％未満に留まっている。 

 

件数 構成比 件数 構成比

破産 7,439 94.2% 7,051 93.5%

特別清算 303 3.8% 273 3.6%

民事再生 62 0.8% 71 0.9%

会社更生 9 0.1% 12 0.2%

法的倒産 7,813 98.9% 7,407 98.3%

私的倒産 85 1.1% 131 1.7%

総計 7,898 100.0% 7,538 100.0%

2024年2025年
倒産形態

 

  

【５】 売上高規模別 

売上高規模別の倒産件数としては、売上高が判明している 3,078 件のうち、「10 億円未満」（構成比 94.8％）

の中小・零細企業が約 95％を占め、「１億円未満」（同 52.3％）の零細企業だけで半数を占めている。一方で、

「100 億円以上」の倒産はほとんどみられない。 

倒産企業の約６割を占めている売上高不明企業に関しては、情報開示姿勢の観点から中小・零細企業であ

る可能性が高いと考えられるため、全倒産企業 7,898 社を対象にした場合でも、上記の分布とほぼ遜色ないも

のと思料される。 

 

件数 構成比

1,000億円以上 0 0.0%

100億円以上 1,000億円未満 8 0.2%

10億円以上 100億円未満 150 4.6%

１億円以上 10億円未満 1,333 41.1%

１千万円以上 １億円未満 1,490 48.4% 1,616 49.8%

１千万円未満 121 3.9% 138 4.3%

小計 3,245 100.0%

不明 4,293 -

総計 7,538 --

構成比件数

2025年

0.03%

150

8

1

94.8%
52.3%

売上高規模
2024年

100.0%

-

2,919
1,611

3,078

7,898

4,820

1,308 42.5%

4.9%

0.3%
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【６】 業歴別 

業歴別の倒産件数としては、設立から 10 年単位での倒産件数を比較すると「０年～９年」（構成比 24.4％）

の層が最も多く、「10 年～19 年」（同 22.8％）と合わせて業歴 19 年以内で半数近く占めている。 

「０年～９年」においては、「０～２年」（構成比 0.7％）、「３年～４年」（同 4.2％）、「５年～９年」（同 19.5％）の

順で徐々に構成比が高くなっており、設立 10 年に向かう中で、淘汰される企業が増加していく様子が表れてい

る。 

また、「50 年以上」（同 11.0％）の老舗企業においては、10 年単位での比較では最も倒産割合が低く、経営

が安定している企業が多い様子がうかがえる。 

 

件数 構成比

50年以上 807 10.3%

30年～49年 1,527 20.3%

20年～29年 1,010 14.0%

10年～19年 1,701 22.8%

５年～９年 1,539 19.5% 1,507 18.9%

３年～４年 333 4.2% 482 6.8%

０年～２年 53 0.7% 88 2.8%

不明 416 4.0%

総計 7,538 100.0%

業歴
2024年

24.4%1,925

1,800

1,124

1,566

870

件数 構成比

11.0%

19.8%

14.2%

22.8%

613

7,898

7.8%

100.0%

2025年

 

 

【７】 格付別 

リスクモンスターが提供する信用格付別の倒産件数としては、「低位格付」（3,851 件 構成比 94.8％）におい

て、約 95％を占めている。倒産確率においては、低位格付先（倒産確率 0.30％）は上位格付先（同 0.002％）の

150 倍以上高く、低位格付先は倒産リスクに注意を要することがわかる。 

 

格付 件数 構成比 倒産確率

上位格付 2 0.0% 0.002%

中位格付 211 5.2% 0.06%

低位格付 3,851 94.8% 0.30%

総計 4,064 100.0% 0.23%  
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【８】 信用不安情報別 

信用不安情報の有無別では、倒産企業の約半数（構成比 45.7％）の企業において、過去に何らかの信用不

安情報が出回っており、倒産企業の１割以上が「１年以内」（同 11.6％）に信用不安情報を入手していることが

わかった。 

 

信用不安情報有無別 件数 構成比

１年以内 919 11.6%

１年超 2,687 34.0%

なし 4,292 54.3%

総計 7,898 100.0%  

 

倒産企業のうち、１年以内に信用不安情報を入手した企業において、信用不安情報の内容と入手から倒産

に至る期間を集計したところ、期間別においては、「６か月超１年以内」（構成比 36.0％）が最も多かった一方

で、「１か月以内」（同 26.1％）の倒産も４分の１を占めていることが明らかとなった。 

情報種類別にみると、資金繰り難が表面化している「支払関連」や連鎖倒産のリスクが生じる「貸倒れ」にお

いて、「１か月以内」に倒産する割合が高いため、それらの情報入手時には、速やかな警戒対応が必要といえ

る。 

 

支払関連 18 37.5% 5 10.4% 9 18.8% 16 33.3% 48 100.0%

貸倒れ 26 52.0% 7 14.0% 7 14.0% 10 20.0% 50 100.0%

業績関連 6 24.0% 9 36.0% 6 24.0% 4 16.0% 25 100.0%

登記関連 24 13.1% 30 16.4% 45 24.6% 84 45.9% 183 100.0%

事件・事故 97 30.0% 54 16.7% 63 19.5% 109 33.7% 323 100.0%

その他 69 23.8% 50 17.2% 63 21.7% 108 37.2% 290 100.0%

総計 240 26.1% 155 16.9% 193 21.0% 331 36.0% 919 100.0%

背景色ありは、不安情報種類ごとで最も高い項目

入手から倒産までの期間
総計不安情報種別

６か月超１年以内３～６か月１～３か月１か月以内

 

 

３．総評 

2022 年以降、倒産の増勢が続いており、2025 年では過去 10 年間で最多の倒産件数を記録した。これまで

は、コロナ禍の中小企業支援策である「ゼロゼロ融資」を受けた企業における返済難による倒産が目立ってい

たが、2025 年においては、物価高騰によって売上高や利益の維持が困難となり、資金繰り破綻に至る企業の

増加がうかがえる。 

今回の倒産動向分析では、財政面が脆弱になりやすい中小・零細企業や、設立後 10 年に向かっていく途

上の企業などにおいて倒産が発生しやすいことや、「支払関連」や「貸倒れ」などの信用不安情報が発生してい

る企業が短期間で倒産に至りやすいことなどを読み取ることができた。企業の審査担当者においては、これら

の傾向を踏まえ、与信管理業務の精度向上につなげていただきたい。 


